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1 は じ め に

近年 ,兼業化や作業受託化の進行 ,基盤整備事業の進展

等を背景に作業能率は高いが高価格の大型機械が普及しつ

つある。そこで,経営費の節減を図るために,高速Ш植機

グレンタンク付自脱コンバインを対象に,機械効率利用の

方策と損益分岐点面積を明らかにした。

2 調査対象農家の概要と調査方法

調査対象は,県内の標準的な作業規模,圃場条件を代表

するものとして仙北町,団地化・ 区画の大きさ等の条件に

優れている地域として大潟村を選定 した。仙北町のm5以
外は個別農家である。対象農家の作付面積は,仙北町の農

家の自作地で 2～ 3物 と小さいが,経営・作業受託によっ

て685～868腸と作業規模の拡大が図られ,大潟村は,自

作地90～ 197鯰 と作業規模の大きい農家である。家族労

働力は,Nα 6を除いて2人である。しかし,組作業人数は
,

作業委託農家に出役を要請する等によって,3人を確保し

ている。これらの農家を対象にタイムスタディ・利用日誌

の記帳等を行い,利用実態を把握 した (表 1)。
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3 機械別の損益分岐点面積

最近の農機具出荷台数をみると,日植機は,か っての歩

行 4条中心から,1980年代後半には乗用 6条へ移行し,更
に,側条施肥付乗用型の普及も増加 している。自脱コン

バインでも同様に,刈 り幅08π以下から80年代以降は
,

08π以上のものが増加 し,ま た,グ レンタンク付自脱コ

ンバインも普及しつつある。以上のような.機械の大型化・

高性能化によって稲作労働時間は短縮されるが,反面で機

械関係費が大幅に増加することになる。

対象農家の導入機械は,NQ l, 2の 日植機は142万円の

6条 ,Nα 3,4は 268万 円の11条施肥付 8条であり,自脱

コンバインはグレンタンク付で604万 円の 4条 ,670万円

の 5条 といずれも高価な機種である。これら機種別の作業

原価が,秋田県のそれぞれの地区の利用料金と均衡する損

益分岐点面積をみると,高速田植機 6条で105機,8条 で

は168″αである。 したがって,No 3の農家以外は地区の利

用料金より高い作業原価となっている。グレンタンク付自

脱コンバイン利用では,4, 5条ともほぼ12んαである。NQ

5は集団利用のため作業規模が137滋 と大きく機械の効率
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図: 高速田植機の作業原価と損益分岐点面積

注 6条は仙北町N● 1・ 2の平均, 8条は

大潟村ヽ 3・ 4の平均
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図 2 グレンタンク付自脱コンバインの作業原

価と損益分岐点面積

注 NQ 5は仙北町,NQ 6は大潟村
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利用が図られているが,そ の他の個別農家では地域の利用

料金よりも高い作業原価となっている (図 1・ 2)。

いずれの機種とも高価格であるため,作業原価に占める

固定費割合が高く,田植機利用で78～80%,コ ンバイン利

用では8b～90%と 高率である。 したがって,作業規模の拡

大が作業原価を低減させる最大の要因であり,作業規模の

拡大と,その効率利用が強く要請される。

4 機械効率利用の諸条件

機械利用の作業規模は,作業日数・ 1日 当り作業時間・

機械の能率,すなわち,時間当り作業面積によって決まる。

田植機 ,自脱コンバインの利用期間は稲作生産の安定作期

幅によって決まり,品種構成に大きく影響される。大潟村
のNQ 4,6の農家では口植・刈取作業幅の拡大を考慮 した

品種構成をとっているが,その他は,あ きたこまち等良質

米への集中が著 しい。このため,田植機利用の作業期間は

約 1週間に制約されている。田植・刈取作業は,作業制度
の向上が要請されることから,早朝・夜間作業が困難であ

り,作業規模拡大のためには,機械の効率利用と作業能率

表1 調査対象農家の経営概況と主要機械の利用実績

注 No 1 2

きい。

5は仙北町,Na 3 4 6は 大潟村

5 む  す  び

以上の条件を総合 した結果が表 1の作業規模である。秋

田県の利用料金が安いこともあるが,こ の程度の作業規模

では作業原価が利用料金水準を上回り,必ずしも低コスト

利用を実現できない。当面の日標は,田植機 6条では約10

の向上が重要となる。そこで,圃場分散が問題になる。作

業受託の拡大や品種構成によって圃場分散が拡大する。こ

のため,移動時間が増加し,機械の効率利用が阻害される。

団地化されている大潟村の事例に対して,作業受託の多い

仙北町では圃場が分散的で連続的に作業が行われず,ロ ス

時間も多い。また,適正な組作業人数が確保できない場合

も,作業中断等によって機械の効率利用が制約される。

狭い作期幅の中で作業規模を拡大するためには,10α 当

りの能率の向上が強く要請され,特に,高能率機械の作業

能率は圃場条件に左右される。圃場区画は,仙北町が10α
,

20α ,30α 区画で,大潟村は 1区画125ク の大型圃場であ

る。これらのことから,10`当 り作業時間は,田植機利用

では,大型圃場の大潟村の11～ 16分に対し,仙北町の10α
,

20α 圃場では26～33分 とその差が大きい。自脱コンパイン

利用でも同様に,30α 区画の45分 に対 して大型圃場では32

分と高能率となっている。圃場区画別の換算能率でも,日
植機では10α 区画の能率を 1と して ,20α では115倍

,

125α で15～ 16倍 ,自 脱コンバインでは,30α を基準

として,125α が15倍 と圃場の大きさによる能率差が大

れα,自脱コンバインの4, 5条では約12んαの作業規模が要

請される。機械の効率利用による作業規模の拡大のために

は,次の諸条件が不可欠となる。

a)作業期間を確保するための品種構成の適正化

(2)計画作業を遂行するための圃場団地化

(3)作業を効率的に推進するための組作業人数確保

“

)圃場区画の拡大などの圃場条件の整備
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5/20～ 5/25

7

183α

5/22～ 5/29

8

228α

5/14～ 5/20

7

397α

5/14～ 5/21

8

372α

9/27～ 10/21

19
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9/22～ 10/11
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